
27年度予算額 26年度予算額 増減額 増減率

4,675,000 4,010,000 665,000 16.6

1,356,076 1,180,000 176,076 14.9

151,300 148,000 3,300 2.2

730,000 704,000 26,000 3.7

553,584 435,000 118,584 27.3

172,051 173,000 △ 949 △ 0.5

2,963,011 2,640,000 323,011 12.2

7,638,011 6,650,000 988,011 14.9

収入 457,224 423,797 33,427 7.9

支出 457,083 423,559 33,524 7.9

収入 104,600 105,500 △ 900 △ 0.9

支出 372,739 335,040 37,699 11.3
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１　予算規模

一般会計

介護保険事業特別会計

収益

平成２７年度予算案の概要について

会計名

 国の月例経済報告（平成27年1月）では「景気は個人景気などに弱さがみられるが、緩やか
な回復基調が続いている。ただし、消費マインドの弱さや海外景気の下振れなど、我が国の
景気を下押しするリスクに留意する必要がある。」とされる。平成27年度は、これらの国の
経済財政運営の動向を注視することはもとより、社会保障と税の一体改革に基づく消費税率
引き上げに伴う諸制度の改正や社会保障制度改革については、特に町の予算への影響が大き
いことから、情報収集に努め十分留意する必要がある。
　こうした中で、本町の財政は、町税収入が僅かであるが上向いており、堅調に推移してい
る。しかし個人住民税は納税義務者の減少から今後減少傾向が続くものと見込まれ、さらに
法人住民税の一部国税化が断行され、法人実効税率の引き下げが議論されていることから、
今後もこうした安定した町税収入の確保ができるとは限らない。
　一方、急速に進行する高齢化への対策や障害者対策、少子化・子育て支援のなどの社会保
障の充実・安定化、さらに地震等の大規模災害に備えた防災対策の強化や老朽化が進む公共
施設やインフラの更新など、多岐にわたる課題解決に向け積極的に取り組む必要がある。
　

（単位：千円、％）

国民健康保険特別会計

公共下水道事業特別会計

後期高齢者医療特別会計
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小計

3.教育・文化
・学校情報化推進事業

・公民館耐震化工事業務

4.都市基盤・生活基盤
・圏央道ＩＣ周辺地域整備事業

・地域公共交通システム構築事業

・町道５号線道路整備事業

5.豊かさと活力を育む
・農地適正管理事業

・担い手育成支援事業

6.まち・地域づくり、行財政運営
・マイナンバー推進事業

・まち・ひと・しごと創生事業

・コンビニ収納システム導入事業

1.環境・防災・防犯
・県防災ネットワークシステムの更新

業務

2.健康・子育て・福祉
・不妊治療費助成事業

・結婚サポート事業
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